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第１章 計画の目的、期間等 

 

１ 目的 

  東京市町村総合事務組合（以下「総合事務組合」という。）における女性職員の活躍の

推進に関する特定事業主行動計画（以下、「本計画」という。）は、計画期間を平成 28 年

度から令和２年度末として、平成 28 年４月１日に策定した。 

国では、平成 30 年に「女性活躍推進法公務部門に関する検討会」が開催され、「女性

の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下、「法」とする。）の施行後３年の見

直しについて検討があり、法及び内閣府令や指針等の改正が行われている。 

そこで、総合事務組合では、本計画の継続性を確保するとともに、より一層の実施の推

進を図るため、令和３年度から今後５年間（令和３年度から令和７年度末まで）を計画期

間とし、第１期の実績値を踏まえた数値目標及び具体的な取組事項を設定し、第２期とし

て改定をする。 

 

２ 期間 

 本計画の期間は、令和３年４月１日から令和８年３月 31 日までの５年間とする。 

 

３ 目標達成年度 

 令和７年度末 
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第２章 第１期（平成 28 年度～令和２年度）における実績及び取組状況 

 

 総合事務組合は、職員数 48 人のうち、固有職員 18 人、他自治体からの派遣職員 30 人

という構成であること、また、職員 25 人を総合事務組合事務局以外の４つの他団体に派遣

していることを踏まえ、計画の対象職員を固有職員及び組合事務局職員とする。（第１期よ

り抜粋、人数は平成 27 年３月 31 日現在） 

 

 

 

１ 採用した職員に占める女性職員の割合 

【目標①】各採用試験の受験者総数に占める女性の割合を、30％以上にする。 

目標 

(Ｒ2 年度) 

実績 

Ｈ28 年度 

(Ｈ27 年度実施分) 

 

Ｈ29 年度 

(Ｈ28 年度実施分) 

 

Ｈ30 年度 

(Ｈ29 年度実施分) 

 

Ｒ1 年度 

(Ｈ30年度実施分) 

 

Ｒ２年度 

(Ｈ31 年度実施分) 

30％ 
25.8％ 採用試験 

実施せず 
38.9％ 

採用試験 

実施せず 

採用試験 

実施せず 

 

【目標②】計画期間中に採用した職員に占める女性職員の割合を、30％以上にする。 

目標 

(Ｒ2 年度) 

実績 

Ｈ28 年度 

 

Ｈ29 年度 

 

Ｈ30 年度 

 

Ｒ1 年度 

 

Ｒ２年度 

30％ 50％ 
採用試験 

実施せず 
100％ 

採用試験 

実施せず 

採用試験 

実施せず 

 <目標達成のための取組> 

・受験者総数が増えるよう、採用試験実施を広く呼びかける、試験内容を見直す 

 <実施状況> 

 ・Ｈ28 年度…就職まとめサイトへの登録、近隣大学への情報提供 

 ・Ｈ30 年度…採用の年齢上限を改定（～30 歳） 

 

 

２ 男女別の育児休業取得率及び平均取得期間 

【目標】制度利用可能な職員のうち、育児休業を取得する男性職員の割合を、50％以上

にする。 

対象職員：固有職員及び組合事務局職員（臨時・非常勤職員は除く） 

計画期間：平成 28 年４月１日から令和３年３月 31 日までの５年間 
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 目標 

(Ｒ2 年度) 

実績 

Ｈ28 年度 

 

Ｈ29 年度 

 

Ｈ30 年度 

 

Ｒ1 年度 

 

Ｒ２年度(見込み) 

男性職員 50％ 50％ 該当者なし 該当者なし ０％ 0％ 

女性職員 － 該当者なし 該当者なし 100％ 該当者なし 該当者なし 

※見込みは令和３年１月１日時点の実績 

 <目標達成のための取組> 

・組織として、男性職員の育児参画を進めることを目標に掲げる。 

・育児休業等の取得前後において、育児休業等からの円滑な復帰に資する研修や所属職

場との連絡体制の確保等の必要な支援を行う。 

 <取組内容> 

  ・Ｈ28 年度…本計画の策定、数値目標の周知 

  ・Ｈ29 年度…事務局長のイクボス宣言 

・Ｈ30 年度…事務局長のイクボス宣言 

        育児休業等における特別休暇について、労務担当者から個別に説明し、

休暇の取得を促す 

  ・Ｒ１年度 …事務局長のイクボス宣言 

        育児休業等における特別休暇について、労務担当者から個別に説明し、

休暇の取得を促す 

 ・Ｒ２年度 … 育児休業等における特別休暇について、労務担当者から個別に説明し、

休暇の取得を促す 

 

 

３ 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率及び平均取得日数 

 【目標】制度が利用可能な男性職員の配偶者出産休暇、育児参加のための休暇の取得割合

を 50％以上にする。 

.目標 

（Ｒ2 年度） 

実績 

Ｈ28 年度 

 

Ｈ29 年度 

 

Ｈ30 年度 

 

Ｒ1 年度 

 

Ｒ２年度(見込み) 

50％ 100％ 該当者なし 該当者なし 100％ 100％ 

※見込みは令和３年１月１日時点 

 <目標達成のための取組> 

・組織として、男性職員の育児参画を進めることを目標に掲げる。 

 <実施状況> 

 ・Ｈ28 年度…本計画の策定、数値目標の周知 

 ・Ｈ29 年度…事務局長のイクボス宣言 

・Ｈ30 年度…事務局長のイクボス宣言 

育児休業等における特別休暇について、労務担当者から個別に説明し、休
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暇の取得を促す 

・Ｒ１年度 …事務局長のイクボス宣言 

       育児休業等における特別休暇について、労務担当者から個別に説明し、休

暇暇の取得を促す 

・Ｒ2 年度 …育児休業等における特別休暇について、労務担当者から個別に説明し、休

暇の取得を促す 

 

 

４ 職員一人当たりの各月の時間外勤務時間 

 【目標①】月に平均 15 時間以上時間外勤務を行う職員の割合を、平成 26 年度の実績

より３％以上引き下げ、10%以下にする。 

目標 

(Ｒ2 年度) 

実績 

Ｈ28 年度 

 

Ｈ29 年度 

 

Ｈ30 年度 

 

Ｒ1 年度 

 

Ｒ２年度(見込み) 

10.0％ 25.0％ 19.0％ 13.6％ 19.0％ 15.0％ 

※見込みは令和 3 年 1 月 1 日時点 

 

【目標②】職員の平均時間外勤務時間を、平成 26 年度の実績から 20％以上縮減し、 

月６時間以下にする。 

目標 

(Ｒ2 年度) 

実績 

Ｈ28 年度 

 

Ｈ29 年度 

 

Ｈ30 年度 

 

Ｒ1 年度 

 

Ｒ2 年度(見込み) 

6.0 時間 8.1 時間 10.2 時間 7.0 時間 9.7 時間 6.3 時間 

※見込みは令和 3 年 1 月 1 日時点 

 <目標達成のための取組> 

 ・組織として、時間外勤務の縮減を進めることを目標に掲げる。 

 ・ワーク・ライフ・バランス推進に資するような効率的な業務運営や良好な職場づくり、

時間当たりの生産性（効率性）を重視した人事評価を実施する。 

 ・時間外勤務が多い職員に対し、総務課長による面談を行い、実態把握に努める。 

 ・早出遅出勤務制度（フレックスタイム制）導入の検討を行う。 

 <実施状況> 

 ・Ｈ28 年度…本計画の策定、数値目標の周知 

 ・Ｈ29 年度…変則勤務制度の試行導入、毎週水曜日のノー残業デーの設定 

適正な労働時間の把握のため、タイムレコーダーを導入 

 ・Ｈ30 年度…変則勤務制度の試行導入、毎週水曜日のノー残業デーの設定 

       「ゆう活」の設定（７～８月） 

→時間外勤務は原則午後９時まで 

プレミアムフライデー（7 月末週金曜日、８月末週金曜日）に、ノー
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残業デーを設定 

 ・Ｒ１年度…変則勤務制度の導入、毎週水曜日のノー残業デーの設定 

「ゆう活」の設定（７～８月） 

→時間外勤務は原則午後９時まで 

 ・Ｒ２年度…毎週水曜日のノー残業デーの設定 

「働き方推進月間」（７～９月）の設定 

→時間外勤務は原則午後８時まで 

テレワーク等の業務プロセスの検討促進 

 

 

５ 職員一人当たりの年次有給休暇の取得日数 

【目標】職員の年次有給休暇の平均取得日数を、平成 26 年度の実績より 20％以上引き

上げ、18 日以上にする。 

目標 

(Ｒ2 年度) 

実績 

Ｈ28 年度 

(H28.1～12) 

 

Ｈ29 年度 

(H29.1～12) 

 

Ｈ30 年度 

(H30.1～12) 

 

Ｒ1 年度 

(H31.1～12) 

 

Ｒ2 年度 

(R2.1～12) 

18.0 日 14.6 日 13.4 日 13.6 日 13.0 日 13.2 日 

<目標達成のための取組> 

・組織として、年次有給休暇の取得目標（最低 10 日以上は取得するなど）を定め、各職

員への徹底を図る。 

・ワーク・ライフ・バランス推進に資するような効率的な業務運営や良好な職場づくり、

時間当たりの生産性（効率性）を重視した人事評価を実施する。 

 <実施状況> 

 ・Ｈ28 年度…本計画の策定、数値目標の周知 

 ・Ｈ29 年度…「ゆう活」の設定（７～８月） 

→夏季休暇にプラス３日の有給休暇取得の促進 

 ・Ｈ30 年度…「ゆう活」の設定（７～８月） 

→夏季休暇にプラス３日の有給休暇取得の促進 

 ・Ｒ１年度 …「ゆう活」の設定（７～８月） 

→夏季休暇にプラス３日の有給休暇取得の促進 

 ・Ｒ２年度 …「働き方推進月間」の設定（７～９月） 

→夏季休暇にプラス３日の有給休暇取得の促進 

 

６ 女性職員の活躍の推進に向けた体制整備等 

組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため、本計画の策定・変更、本計画に基づ

く取組の実施状況・数値目標の達成状況の点検・評価等について協議を行う組織を設置する。 
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 <実施状況> 

本計画の取組実施状況を集計・点検する組織を総務課庶務係とし、集計・点検をした結果

を、毎年入館団体連絡会議等の会議にて各団体に報告することで、本計画の定着と、数値目

標の達成のための意識向上を図った。 
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第３章 第１期における実績及び取組状況の分析 

 

１ 採用した職員に占める女性職員の割合 

 

 期間中、採用試験は２回実施されており、目標①及び②は達成。 

特に、平成 30 年度においては、採用の年齢上限を改定（満 30 歳まで）したことか

ら、これまでより広い年代の女性が受験可能となり、増加したと考えられる。 

 

【参考】受験者総数に占める女性の割合の推移 

 

 

 

２ 男女別の育児休業取得率及び平均取得期間 

 

 制度利用可能な職員が、毎年のように存在せず、また、複数人存在していなかったた

め目標値に達したのは平成 28 年度のみであった。 

特に、育児休業を取得しなかった職員の中には、派遣職員もいたことから、組織及び

所属職場からの支援をより強化する必要がある。 

【参考】制度利用可能な男性職員と取得者数                  （人） 

 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｒ1 年度 Ｒ２年度(見込み) 

対象数 2 0 0 2 0 

取得者数 1 0 0 0 0 

割合 50％ 対象者なし 対象者なし 0％ 対象者なし 

 

 

総数31名 総数29名

25.8％ 38.9％

0

20

40

60

H27年度実施分 H29年度実施分

受験者数 女性受験者数

【目標①】各採用試験の受験者総数に占める女性の割合を、30％以上にする。 

【目標②】計画期間中に採用した職員に占める女性職員の割合を、30％以上にする。 

【目標】制度利用可能な職員のうち、育児休業を取得する男性職員の割合を、50％以上

にする。 
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３ 男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率及び平均取得日数 

 

 制度利用可能な職員は、全員取得をしているため、目標達成である。 

引き続き、制度利用可能となった職員全員が取得することを目標とする。 

【参考】制度利用可能な男性職員と取得者数                  （人） 

 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｒ1 年度 Ｒ２年度(見込み) 

対象数 2 0 0 2 0 

取得者数 1 0 0 2 0 

割合 50％ 対象者なし 対象者なし 100％ 対象者なし 

 

 

４ 職員一人当たりの各月の時間外勤務時間 

 

 時間外勤務時間においての目標①及び②の目標は、未達成である。 

また、期間中一度も目標値を達成することがなかったため、より実情にあった目標値の

設定や集計方法の検討の必要がある。 

なお、本計画の対象職員には、他団体へ派遣されている固有職員も含まれており、他

団体の業務量及び職場環境ついては把握が難しいため、他団体にも当組合の時間外勤務

の削減に対する取り組みを周知し、協力を仰ぐ必要がある。 

 

 

 ５ 職員一人当たりの年次有給休暇の取得日数 

 

 年次有給休暇の取得日数においての目標は未達成である。 

 

 

 

【目標】制度が利用可能な男性職員の配偶者出産休暇、育児参加のための休暇の取得割

合を 50％以上にする。 

【目標①】月に平均 15 時間以上時間外勤務を行う職員の割合を、平成 26 年度の実績

より３％以上引き下げ、10%以下にする。 

【目標②】職員の平均時間外勤務時間を、平成 26 年度の実績から 20％以上縮減し、 

月６時間以下にする。 

【目標】職員の年次有給休暇の平均取得日数を、平成 26 年度の実績より 20％以上引

き上げ、18 日以上にする。 
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第４章 第２期（令和３年度～７年度）改訂の見直し・拡充 

 

１ 対象職員について 

 

   第１期は、「固有職員と組合事務局職員」としており、臨時・非常勤職員を除いてい

たが、「女性活躍推進法に関する地方公共団体向けＦＡＱ（令和２年３月改定版）」によ

ると、各任命権者が任命する職員については、臨時・非常勤職員であっても下記の項目

については対象となる。 

 

◆「会計年度任用職員」を対象とする把握項目について 

    …職員の割合に関する事項 

職員の給与、勤務条件に関する事項 

職場環境に関する事項 

     ※把握の方法は、各事業主がそれぞれの実情に応じて判断すること。 

例）「一年の年次休暇等が 20 日以上付与された者」を対象とする 

なお、令和２年の地公法改正により、臨時職員は、「会計年度任用職員」と読み替

える。 

 

 

２ 状況把握項目及び情報公表項目 

改正法において、行動計画策定の基礎である課題分析に資するよう、内閣府令及び指

針が改正され、状況把握項目の見直し・拡充が図られている。 

  これを踏まえ、新たに「必須把握項目」とされた項目については、状況把握項目及び

情報公表項目として含めることとする。 

   

◆状況把握項目・情報公表項目について（◎：新規追加項目） 

 状況把握項目 情報公表項目 

① 採用者に占める女性割合 採用者に占める女性割合 

② 継続勤務年数の男女差 継続勤務年数の男女差 

③ 平均超勤時間 

◎超勤上限（月 45 時間等）の職員数 

平均超勤時間 

◎超勤上限（月 45 時間等）の職員数 

④ 管理職的地位に占める女性職員の割合 管理職的地位に占める女性職員の割合 

⑤ 各役職段階に占める女性 

◎伸び率（３年前からの変化） 

各役職段階に占める女性 

 

<現行> 固有職員、組合事務局職員（臨時・非常勤職員を除く） 

<改正> 固有職員、組合事務局職員（会計年度任用職員を含む） 
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⑥ 男女別の育休取得率 

◎取得期間の分布状況 

（「平均取得期間」から見直し） 

男女別の育休取得率 

◎取得期間の分布状況 

⑦ ◎管理職の平均超勤時間 

◎超勤上限の職員数 

◎管理職の平均超勤時間 

◎超勤上限の職員数 

⑧ ◎セクハラ等対策の整備状況 ― 

 

 

３ 数値目標の在り方について 

  これまで行動計画において数値目標を定めるべき項目については、法に特段の定め

はなかったが、改正法により、数値目標の設定を促すことで更に実用性の高い行動計画

の策定につながるとの観点から、以下のとおり見直しがあったため、本計画に反映する。 

 

  なお、常時雇用する労働者が 301 人以上である一般事業主（民間事業者）は、令和

2 年４月１日以降始期となる計画実施においては義務対象となっており、地方公共団

体においても「各特定事業主の実情に関する状況把握・課題分析の結果を勘案しつつ、

国の各府省等における取組も参考にしながら数値目標を設定し、主体的かつ積極的に

取り組むことが望ましい」旨の方針が出されている。 

 

 

４ 公表をする際の様式等 

「特定事業主行動計画の実施状況」、及び「女性の活躍状況の公表」について、これま

で集計を別に実施し、例年公表をしていたが、集計結果を一体とした様式で公表する。 

※「女性活躍推進法・特定事業主行動計画の策定等に関するガイドブック」（内閣府男

女共同参画局）に例示あり。（p14「参考資料」参照） 

 

 

 

 

 

 

<現行> 数値目標について、定めなし。 

<改正> 「職業生活における機会の提供に関する項目」と、「職業生活と家

庭生活の両立に資する勤務環境の整備に関する項目」の２区分に

分類し、それぞれの区分から１項目以上の関連する数値目標を設

定すること。 
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第５章 第２期の状況把握項目及び情報公表項目、目標設定 

 

 第３章及び第４章にて、改善すべき事情及び法の改正に伴う変更を把握した結果、目

標と目標達成のための取組みを次のとおりとする。 

 

  

 

《職業生活における機会の提供に関する項目》 

１ 採用者に占める女性割合について 

 

・これまで掲げていた「目標①、各採用試験の受験者総数に占める女性の割合を、30％以

上にする。」は、任意項把握目であり、また近年ではセクシャルマイノリティの観点から

「性別欄」の廃止をする事例も生じていることから、今期より削除する。 

・毎年採用試験の実施は行っていないこともあり、第１期の目標数値を継続させ、引き続

き達成を目指す。 

 

《職業生活と家庭生活の両立に資する勤務環境の整備に関する項目》 

２ 男性職員の育児参加のための休暇の取得状況について 

 

・第１期の目標数値は達成しているため目標値を引き上げ、達成を目指す。 

対象職員：固有職員及び組合事務局職員（会計年度任用職員を含む） 

計画期間：令和３年４月１日から令和８年３月 31 日までの５年間 

【目標】採用した職員に占める女性職員の割合を、30％以上にする。（目標値継続） 

＜具体的取組事項＞ 

・受験者総数が増えるよう、採用試験実施を広く呼びかける。 

・採用の年齢上限、試験内容等を見直す 

 

【目標】制度利用可能な職員のうち、育児休業を取得する男性職員の割合を、75％以上

にする。（前回 50%以上） 

【目標】制度が利用可能な男性職員の配偶者出産休暇、育児参加のための休暇の取得割

合を 75％以上にする。（前回 50%以上） 

＜具体的取組事項＞ 

・組織として、男性職員の育児参画を進めることを目標に掲げ、休暇を取得しやすい環

境の整備をする。 

・既存各種制度の周知を徹底し、仕事と家庭の両立支援についての啓発に努める。 

・育児休業等からの円滑な復帰に資する研修や所属職場との連絡体制の確保等の必要

な支援を行う。 
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３ 時間外勤務時間について 

 
・第１期の目標値は未達成であるため、具体的取組事項を新たに３項目追加し、引き続き

目標達成を目指す。 

・集計方法について、最繁忙期及び最閑散期を除き集計することで、慢性的な時間外勤務

の削減を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【目標】管理職以外の職員の、月の平均時間外勤務時間（最繁忙期及び最閑散期を除く）

を、令和２年度の実績から縮減し、月６時間以下にする。（目標値継続） 

 

＜具体的取組事項＞ 

・組織として、時間外勤務の縮減を進めることを目標に掲げる。 

・定期的に職員の業務分担の見直しを行い、業務量の平準化を図る。 

・変則勤務制度の利用を促進し、ワーク・ライフ・バランス推進に資するような効率的

な業務運営や良好な職場づくりを行う。（新規） 

・テレワーク等（在宅勤務制度）の導入について検討を行う。（新規） 

・時間外勤務の事前申請の徹底、タイムレコーダーによる出退庁時間の管理を行い、正

確な労働時間の把握をする。（新規） 
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（参考資料）公表例 

「女性活躍推進法・特定事業主行動計画の策定等に関するガイドブック」（内閣府男女共同参画局） 

 【機密性 2 情報】 

【１.取組の実施状況の公表と２.女性の活躍状況の公表を一体で公表する際の公表例】 

 

●●特定事業主行動計画の実施状況及び●●における女性の活躍状況の公表（令和２年●月） 

 

●●では、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64 号。以下「女性活躍推進法」という。）

に基づき「●●特定事業主行動計画」を策定・実施しています。今般、女性活躍推進法第 19 条第６項に基づき、行動計画

の実施状況を以下のとおり取りまとめましたので公表いたします。 

あわせて、女性活躍推進法第 21 条の規定に基づき、●●における女性の活躍状況を公表いたします。 

 

≪職業生活における機会の提供に関する実績≫ 

（１）採用した職員に占める女性職員の割合 

 目標（R2 年度） H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 

事務職 ●％ ○％ … … … 

技術職 ●％ ○％ … … … 

（取組内容） 

平成 28 年度：・・・ 

平成 29 年度：・・・ 

平成 30 年度：・・・ 

令和元年度 ：・・・ 

 

（２）採用試験の受験者の総数に占める女性の割合 

 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 

事務職 ●％ … … … 

技術職 ●％ … … … 

 

（３）職員に占める女性職員の割合及び派遣労働者に占める女性労働者の割合 

 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 

事務職 ●％ … … … 

技術職 ●％ … … … 

会計年度任用職員 ●％ … … … 

派遣職員 ●％ … … … 

 

（４）中途採用の男女別実績 

 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 

男性 ●人 … … … 

女性 ●人 … … … 
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（５）管理職に占める女性職員の割合・各役職段階に占める女性職員の割合 

 目標 

（R2 年度） 
H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 

伸び率 

（R1-H28 年度） 

管理職割合 ●％ ○％ … … … ― 

部局長・次長相当職 ●％ ○％ … … … ■％㌽ 

課長相当職 ●％ ○％ … … … ■％㌽ 

課長補佐相当職 ●％ ○％ … … … ■％㌽ 

係長相当職 ●％ ○％ … … … ■％㌽ 

 

 

（６）機会の提供に資する制度の概要 

 ●セクシュアル・ハラスメント等対策の整備状況 

 ・セクハラ等対策のための一元的窓口を設置し、窓口担当職員に対する研修を実施 

●特定事業主として実施する教育訓練・研修の概要 

 ・女性管理職育成のため、外部講師による現管理職向けのマネジメントセミナーを実施 

●中途採用の概要 

 ・年齢制限のない経験者採用試験を年に 1 回実施 

 

（取組内容） 

平成 28 年度：・・・ 

平成 29 年度：・・・ 

平成 30 年度：・・・ 

令和元年度 ：・・・ 
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≪職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績≫ 

（１）離職率（令和元年度） 

 離職率 離職者の年代別割合 

20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 

男性職員 ●％ ○％ … … … … … … … 

女性職員 ●％ ○％ … … … … … … … 

 

（２）男女別の育児休業取得率及び取得期間の分布状況  

 目標（R2 年度） H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 

事務職（男性） ●％ ○％ … … … 

技術職（男性） ●％ ○％ … … … 

事務職（女性） ― ○％ … … … 

技術職（女性） ― ○％ … … … 

 

 

○取得期間の状況（令和元年度） 

【男性職員】 

 

【女性職員】 

・一年未満：●％        ・一年以上一年半未満：●％ 

・一年半以上二年未満：●％   ・二年以上：●％ 

 

 

 

 

 

（取組内容） 

平成 28 年度：・・・ 

平成 29 年度：・・・ 

平成 30 年度：・・・ 

令和元年度：・・・ 

【技術職（男性）】 【事務職（男性）】 
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（３）男性職員の配偶者出産休暇（２日）及び育児参加のための休暇（５日）取得率並びに合計取得日数の分布状況 

 目標（R2 年度） H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 

合計取得率 ●％ ○％ … … … 

５日以上取得率 ●％ ○％ … … … 

 

 

（４）超過勤務の状況（令和元年度） 

ⅰ）一人当たり一月当たりの平均超過勤務時間 ※派遣労働者については一月当たりの時間外労働及び休日労働の合計時間 

 本庁勤務職員 本庁外勤務職員 

管理職 ●時間 ○時間 

管理職以外 ●時間 ○時間 

会計年度任用職員 ●時間 ○時間 

派遣労働者 ●時間 ○時間 

 

ⅱ）上限を超えて勤務した職員数 

 本庁勤務職員 本庁外勤務職員 

管理職 ●人 ○人 

管理職以外 ●人 ○人 

会計年度任用職員 ●人 ○人 

派遣労働者 ●人 ○人 

 

（５）年次有給休暇の取得日数の状況（平成 31年 1月 1 日～令和元年 12月 31 日） 

ⅰ）平均取得日数 ※20 日以上付与されたものに限る 

全体：●日 事務職：●日 技術職：●日 

ⅱ）取得日数が５日未満の職員割合 

全体：●％ 事務職：●％ 技術職：●％ 

 

（６）職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する制度の概要 

 ・テレワークの推進のため、職員アンケートを実施し、理由を問わずテ 

（取組内容） 

平成 28 年度：・・・ 

平成 29 年度：・・・ 

平成 30 年度：・・・ 

令和元年度：・・・ 


